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報告第 ３号 

 

令和３年度石川町健全化判断比率について 

  

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１

項の規定により、令和３年度石川町健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比

率、実質公債費比率及び将来負担比率）を、別紙監査委員の意見を付けて次のとおり

報告する。 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

令和３年度石川町健全化判断比率 

 

（単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― ― ５．０ １５．７ 
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報告第 ４号 

 

   令和３年度石川町資金不足比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第

１項の規定により、令和３年度石川町資金不足比率を、別紙監査委員の意見を付けて

次のとおり報告する。 

 

令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

令和３年度石川町資金不足比率 

 

（単位：％） 

特別会計の名称 資金不足比率 

石 川 町 水 道 事 業 会 計 ― 

石 川 町 宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 ― 
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議案第４９号 

 

   石川町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

                   石川町長 塩 田 金 次 郎    

 

 

 

石川町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 石川町職員の育児休業等に関する条例（平成１９年条例第２２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

現行 改正案 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 次のいずれかに該当する非常勤職員

以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子（育児休業法第

２条第１項に規定する子をいう。以下

同じ。）が１歳６か月に達する日（以

下「１歳６か月到達日」という。ただ

し、第２条の４の規定に該当する場合

にあっては、２歳に達する日）までに、

その任期（任期が更新される場合にあ

っては、更新後のもの）が満了するこ

と及び引き続いて任命権者を同じく

する職（以下「特定職」という。）に

採用されないことが明らかでない非

常勤職員 

（イ） 勤務日の日数を考慮して規則で

定める非常勤職員 

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該

（３） 非常勤職員であって、次のいずれに

も該当する者以外の職員 

ア その養育する子（育児休業法第２条第

１項に規定する子をいう。以下同じ。）

が１歳６か月に達する日（以下「１歳６

か月到達日」という。）（当該子の出生

の日から第３条の２に規定する期間内

に育児休業をしようとする場合にあっ

ては当該期間の末日から６月を経過す

る日、第２条の４の規定に該当する場合

にあっては当該子が２歳に達する日）ま

でに、その任期（任期が更新される場合

にあっては、更新後のもの）が満了する

こと及び引き続いて任命権者を同じく

する職（以下「特定職」という。）に採

用されないことが明らかでない非常勤

職員 

イ 勤務日の日数を考慮して規則で定め
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現行 改正案 

当する非常勤職員（その養育する子が１

歳に達する日（以下、この号及び同条に

おいて「１歳到達日」という。）（当該

子について当該非常勤職員がする育児

休業の期間の末日とされた日が当該子

の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日）において育児休業

をしている非常勤職員に限る。） 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている非常勤

職員であって、当該育児休業に係る子に

ついて、当該任期が更新され、又は当該

任期の満了後に特定職に引き続き採用

されることに伴い、当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日を育

児休業の期間の初日とする育児休業を

しようとするもの 

る非常勤職員 

（追加） ２ 前項第３号の規定かかわらず、同号に掲げ

る職員は、次に掲げる場合には、育児休業法

第２条第１項の条例で定める職員に含まれ

ないものとする。 

（１） その養育する子が１歳に達する日

（以下「１歳到達日」という。）（当該非

常勤職員が第２条の３第２号に掲げる場

合に該当してする育児休業の期間の末日

とされた日が当該子の１歳到達日後であ

る場合にあっては、当該末日とされた日。

以下この号において同じ。）において育児

休業をしている場合であって、当該子につ

いて、第２条の３第３号に掲げる場合に該

当して、当該子の１歳到達日の翌日を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとするとき。 

（２） その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている場合であ

って、当該任期を更新され、又は当該任期

の満了後引き続いて特定職に採用される

ことに伴い、当該育児休業に係る子につい
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現行 改正案 

て、当該更新前の任期の末日の翌日又は当

該採用の日を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとするとき。 

  

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

日） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める日は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める日とする。 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める日は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める日とする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） １歳から１歳６か月に達するまでの

子を養育するため、非常勤職員が当該子の

１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育児

休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号

に掲げる場合若しくはこれに相当する場

合に該当してする地方等育児休業の期間

の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とされ

た日（当該育児休業の期間の末日とされた

日と当該地方等育児休業の期間の末日と

された日が異なるときは、そのいずれかの

日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期

間においてこの号に掲げる場合に該当し

てその任期の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしている非常勤職員

であって、当該任期が更新され、又は当該

任期の満了後に特定職に引き続き採用さ

れるものにあっては、当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとする場合であって、次に掲げる場合の

いずれにも該当するとき               

                                     

                                     

                                     

                                     

（３） １歳から１歳６か月に達するまでの

子を養育するため、非常勤職員が育児休業

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                             をしよ

うとする場合であって、次に掲げる場合の

いずれにも該当するとき（当該非常勤職員

が当該子についてこの号に掲げる場合に

該当して育児休業をしている場合であっ

て第２条第２項第２号に掲げる場合に該

当するときはア及びイに掲げる場合に該
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現行 改正案 

                                     

                                     

         当該子の１歳６か月到達日 

当するとき、町長が定める特別の事情があ

る場合にあってはイに掲げる場合に該当

するとき） 当該子の１歳６か月到達日 

ア 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員がす

る                          育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日）において育児休業し

ている場合又は当該非常勤職員の配偶

者が当該子の１歳到達日（当該配偶者が

する                               

                  地方等育児休業の

期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）において地方等育児休業

をしている場合 

ア 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日）において育児休業し

ている場合又は当該非常勤職員の配偶

者が当該子の１歳到達日（当該配偶者が

同号に掲げる場合又はこれに相当する

場合に該当してする地方等育児休業の

期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）において地方等育児休業

をしている場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間につい

て育児休業をすることが継続的な勤務

のために特に必要と認められる場合と

して規則で定める場合に該当する場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間につい

て育児休業をすることが継続的な勤務

のために特に必要と認められる場合と

して規則で定める場合に該当する場合 

（追加） ウ 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休

業又は当該非常勤職員の配偶者が同号

に掲げる場合若しくはこれに相当する

場合に該当してする地方等育児休業の

期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日（当該育児休業の期間の末

日とされた日と当該地方等育児休業の

期間の末日とされた日が異なるときは、

そのいずれかの日））の翌日（当該配偶

者がこの号に掲げる場合又はこれに相

当する場合に該当して地方等育児休業

をする場合にあっては、当該地方等育児

休業の期間の末日とされた日の翌日以

前の日）を育児休業の期間の初日とする
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現行 改正案 

育児休業をしようとする場合 

（追加） エ 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日）後の期間においてこ

の号に掲げる場合に該当して育児休業

をしたことがない場合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

場合） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める場合は、１歳６か月から２歳に達す

るまでの子を養育するため、非常勤職員が当

該子の１歳６か月到達日の翌日（当該子の１

歳６か月到達日後の期間においてこの条の

規定に該当してその任期の末日を育児休業

の期間の末日とする育児休業をしている非

常勤職員であって、当該任期が更新され、又

は当該任期の満了後に特定職に引き続き採

用されるものにあっては、当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とする場合であって、次の各号のいずれにも

該当するとき                           

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

    とする。 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める場合は、１歳６か月から２歳に達す

るまでの子を養育するため、非常勤職員が育

児休業                                 

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                              をしよう

とする場合であって、次の各号のいずれにも

該当するとき（当該非常勤職員が当該子につ

いてこの条の規定に該当して育児休業をし

ている場合であって第２条第２項第２号に

掲げる場合に該当するときは第１号及び第

２号に該当するとき、規則で定める特別の事

情がある場合にあっては第２号に該当する

とき）とする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（追加） （３） 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非

常勤職員の配偶者がこの条の規定に該当

し、又はこれに相当する場合に該当して地

方等育児休業をする場合にあっては、当該



8 

 

現行 改正案 

地方等育児休業の期間の末日とされた日

の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとする場合 

（追加） （４） 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳６か月到達日後の期間にお

いてこの条の規定に該当して育児休業を

したことがない場合 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事

院規則で定める期間を基準として条例で定

める期間） 

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし

書の人事院規則で定める期間を基準として

条例で定める期間は、５７日間とする。 

（削除） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例

で定める特別の事情） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例

で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 育児休業（この号の規定に該当した

ことにより当該育児休業に係る子につい

て既にしたものを除く。）の終了後、３月

以上の期間を経過したこと（当該育児休業

をした職員が、当該育児休業の承認の請求

の際育児休業により当該子を養育するた

めの計画について育児休業等計画書によ

り任命権者に申し出た場合に限る。） 

（削除） 

（６） （略） （５） （略） 

（７） （略） （６） （略） 

（８） その任期                        

           の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしている非常勤職員

が、当該育児休業に係る子について、当該

任期が更新され、又は当該任期の満了後に

特定職に引き続き採用されることに伴い、

当該任期                             

       の末日の翌日又は当該引き続き採

用される日を育児休業の期間の初日とす

（７） 任期を定めて採用された職員であっ

て、当該任期の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしているもの      

が、当該任期を                        

      更新され、又は当該任期の満了後引

き続いて特定職に採用されることに伴い、

当該育児休業に係る子について、当該更新

前の任期の末日の翌日又は当該採用の日 

           を育児休業の期間の初日とす
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現行 改正案 

る育児休業をしようとすること。 る育児休業をしようとすること。 

（追加） 

 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院

規則で定める期間を基準として条例で定め

る期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号

の人事院規則で定める期間を基準として条

例で定める期間は、５７日間とする。 

  

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起

算して１年を経過しない場合に育児短時間

勤務をすることができる特別の事情） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起

算して１年を経過しない場合に育児短時間

勤務をすることができる特別の事情） 

第１０条 育児休業法第１０条第１項ただし

書の条例で定める特別の事情は、次に掲げる

事情とする。 

第１０条 育児休業法第１０条第１項ただし

書の条例で定める特別の事情は、次に掲げる

事情とする。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６） 育児短時間勤務（この号の規定に該

当したことにより当該育児短時間勤務に

係る子について既にしたものを除く。）の

終了後、３月以上の期間を経過したこと

（当該育児短時間勤務をした職員が、当該

育児短時間勤務の承認の請求の際育児短

時間勤務により当該子を養育するための

計画について育児休業等計画書    によ

り任命権者に申し出た場合に限る。）。 

（６） 育児短時間勤務（この号の規定に該

当したことにより当該育児短時間勤務に

係る子について既にしたものを除く。）の

終了後、３月以上の期間を経過したこと

（当該育児短時間勤務をした職員が、当該

育児短時間勤務の承認の請求の際育児短

時間勤務により当該子を養育するための

計画について育児短時間勤務計画書によ

り任命権者に申し出た場合に限る。）。 

（７） （略） （７） （略） 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

提案理由 

 令和３年８月１０日に人事院が行った「妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のた

めに講じる措置」に基づき、育児休業の取得回数制限の緩和、育児休業再取得にあた

り育児休業等計画書の提出規定を削除、非常勤職員の子が１歳以降の育児休業の取得

の柔軟化等の改正を行うため。   
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議案第５０号 

 

   石川町地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例の一

部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

                    石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

石川町地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例の一

部を改正する条例 

 

石川町地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例（平成２９

年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

現行 改正案 

（固定資産税の不均一課税） （固定資産税の不均一課税） 

第２条 地域再生法第１７条の６の地方公共

団体等を定める省令（平成２７年総務省令第

７３号。以下「省令」という。）第１条に規

定する公示日（以下「公示日」という。）か

ら令和６年３月３１日までの間に、法第１７

条の２第３項の規定に基づき、同条第１項に

規定する地方活力向上地域等特定業務施設

整備計画の認定を受けた同条第４項に規定

する認定事業者であって、当該認定を受けた

日から同日の翌日以降２年を経過する日ま

で（同日までに同条第６項の規定により当該

認定を取り消されたときは、その取り消され

た日の前日まで）の間に、省令第２条第１号

に規定する特別償却設備（以下「特別償却設

備」という。）を新設し、又は増設した者に

ついて、当該特別償却設備である家屋又は構

築物及び償却資産並びに当該家屋又は構築

物の敷地である土地（公示日以降に取得した

ものに限り、かつ土地については、その取得

第２条 地域再生法第１７条の６の地方公共

団体等を定める省令（平成２７年総務省令第

７３号。以下「省令」という。）第１条に規

定する公示日（以下「公示日」という。）か

ら令和６年３月３１日までの間に、法第１７

条の２第３項の規定に基づき、同条第１項に

規定する地方活力向上地域等特定業務施設

整備計画の認定を受けた同条第４項に規定

する認定事業者であって、当該認定を受けた

日から同日の翌日以降３年を経過する日ま

で（同日までに同条第６項の規定により当該

認定を取り消されたときは、その取り消され

た日の前日まで）の間に、省令第２条第１号

に規定する特別償却設備（以下「特別償却設

備」という。）を新設し、又は増設した者に

ついて、当該特別償却設備である家屋又は構

築物及び償却資産並びに当該家屋又は構築

物の敷地である土地（公示日以降に取得した

ものに限り、かつ土地については、その取得
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現行 改正案 

の日の翌日から起算して１年以内に当該土

地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設

の着手があった場合における当該土地に限

る。）に対して課する固定資産税の税率は、

当該固定資産税が課されることとなった年

度から３箇年度分のものに限り、石川町税条

例（昭和３０年条例第３１号）第６２条の規

定にかかわらず、次の各号の定めるところに

よる。 

の日の翌日から起算して１年以内に当該土

地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設

の着手があった場合における当該土地に限

る。）に対して課する固定資産税の税率は、

当該固定資産税が課されることとなった年

度から３箇年度分のものに限り、石川町税条

例（昭和３０年条例第３１号）第６２条の規

定にかかわらず、次の各号の定めるところに

よる。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の石川町地方活力向上地域における固

定資産税の不均一課税に関する条例（以下「新条例」という。）第２条の規定は、

令和４年４月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 新条例第２条の規定は、適用日以後に新設され、又は増設された設備について適

用し、適用日前に新設され、又は増設された設備については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 関係法令の一部改正に伴い、本年６月に所要の改正を行ったところだが、その後、

適用期間に誤りがあったことから、再度改正を行うため。  
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議案第５１号 

 

 令和３年度石川町一般会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３年

度石川町一般会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和３年度石川町一般会計歳入歳出決算･･･････････････････････････別冊 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

 

 

 

 

議案第５２号 

 

 令和３年度石川町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３年

度石川町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の

認定に付する。 

 

令和３年度石川町国民健康保険特別会計歳入歳出決算･･･････････････別冊 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 
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議案第５３号 

 

 令和３年度石川町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３年

度石川町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会

の認定に付する。 

 

令和３年度石川町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算･････････････別冊 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

 

 

 

 

議案第５４号 

 

 令和３年度石川町介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３年

度石川町介護保険特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定

に付する。 

 

令和３年度石川町介護保険特別会計歳入歳出決算･･･････････････････別冊 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 
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議案第５５号 

 

 令和３年度石川町母畑財産区特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３年

度石川町母畑財産区特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認

定に付する。 

 

令和３年度石川町母畑財産区特別会計歳入歳出決算･････････････････別冊 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

 

 

 

 

議案第５６号 

 

 令和３年度石川町中谷財産区特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３年

度石川町中谷財産区特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認

定に付する。 

 

令和３年度石川町中谷財産区特別会計歳入歳出決算･････････････････別冊 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 
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議案第５７号 

 

 令和３年度石川町土地開発事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３年

度石川町土地開発事業特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の

認定に付する。 

 

令和３年度石川町土地開発事業特別会計歳入歳出決算･･･････････････別冊 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

 

 

 

 

議案第５８号 

  

 令和３年度石川町宅地造成事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３年

度石川町宅地造成事業特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の

認定に付する。 

 

令和３年度石川町宅地造成事業特別会計歳入歳出決算･･･････････････別冊 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 
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議案第５９号 

 

 令和３年度石川町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和

３年度石川町水道事業会計決算に伴う剰余金を剰余金処分計算書（案）のとおり処分

し、併せて、同法第３０条第４項の規定により、令和３年度石川町水道事業会計決算

を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和３年度石川町水道事業会計決算･･･････････････････････････････別冊 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 
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議案第６０号 

 

 令和４年度石川町一般会計補正予算（第３号） 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

 

 

議案第６１号 

 

   令和４年度石川町国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

 

 

議案第６２号 

 

令和４年度石川町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

 

石川町長 塩 田 金 次 郎 
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議案第６３号 

 

令和４年度石川町介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

 

石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

 

 

議案第６４号 

 

令和４年度石川町水道事業会計補正予算（第１号） 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

  令和４年 ９月２９日提出 

石川町長 塩 田 金 次 郎 

 

 

 

 

 

  



 

 

 


